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議案第１２号 

   令和２年度銚子市国民健康保険事業特別会計予算 

 令和２年度銚子市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，６３４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定に

より歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

⑴ 各項に計上した報酬（非常勤特別職に係る報酬を除く。）、給料、職員手当等、

共済費及び旅費（会計年度任用職員費用弁償通勤費相当分に限る。）に係る予算

額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

⑵ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

令和２年２月２５日提出 

                                                 銚子市長 越 川 信 一 



第 算

1. 一 部 負 担 金 1

－

3. 使 用 料 及 び

2

手 数 料 5

1

9

. 手 数 料 5

2

4. 国 庫 支 出 金 7,0

－

84

2. 国

歳

庫 補 助 金 7,084

　

6. 県 支 出 金

入

5,230,955

1. 県 負 担 金

１

・ 補 助 金 5,230,955

7. 財 産 収 入 1

1. 財 産 運 用 収 入 1

8. 繰 入 金 6

（

10,826

単

1. 一 般 会 計 繰 入 金

位

610,826

 

10. 諸 収 入 33

千

,331

1

表

円

. 延滞金、加算金及び

）

過料 3,321

款

2. 受 託 事 業 収 入

項

21,398

金

3. 雑 入 8,612

額

歳 入 合 計 7,634,000

－293－

歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1

　

. 総 務 費 146,581 1

1. 総 務

.

管 理 費 91,512

国

2. 徴 収 費 5

民

4,809

健

3. 運 営 協 議 会 費 26

康

0

2. 保 険

保

給 付 費 5,135,1

険

94

1. 療

料

養 諸 費 4,477,7

歳

1

17

2. 高

,

額 療 養 費 636,83

7

0

4. 出 産

5

育 児 諸 費 13,447

1

5. 葬 祭 諸

,

費 7,200

7

3. 国民健康保険事

9

業費納付金 2,224

7

,303

1. 医 療 給 付 費 分 1,4

入

78,387

2. 後期高齢者支援金等分 525,699

3. 介 護 納

1

付 金 分 220,217

.

4. 共 同 事

国

業 拠 出 金 1

民

1. 共 同 事 業 拠 出 金 1

健

6. 保 健 事

康

業 費 94,917

歳

保

1. 特定健康診

険

査等事業費 76,20

料

4

2. 保 健

1

事 業 費 18,713

,

7. 基 金 積 立

7

金 15,184

5

1. 基 金 積 立 金 1

1

5,184

,

8. 諸 支 出 金 7,82

7

0

1. 償還

出

9

金及び還付加算金 7,

7

820

9. 予 備 費 10,000

1. 予 備 費 10,000

歳 出 合 計 7,634,000

2. 一

予

部 負 担 金 1
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国 民 会

751,797 1,8

計

77,417 △125

歳

,620 23.0

入

2. 一 部 負

歳

担 金 1 1 0 0.0

出

3. 使 用 料

予

及 び 手 数 料 5 5 0 0.

算

0

4.

事

国 庫 支 出 金 7,084

項

7,084 0.1

健
別

6. 県 支 出

明

金 5,230,955

細

5,700,823 △

書

469,868 68.

（

5

7.

当

財 産 収 入 1 1 0 0.0

　

8. 繰

初

入 金 610,826 6

）

50,551 △39,

1

725 8.0

康

.

10. 諸 収 入 3

総

3,331 31,20

　

2 2,129 0.4

括

歳 入 合

（

計 7,634,000

歳

8,260,000 △

　

626,000 100

入

.0

） （

保

単位 千円）

険

款 本年度予算

事

額 前年度予算額 比 較  

業

割 合 (％)

－295

特

－

1

別

. 国 民 健 康 保 険 料 1,



（歳 円

1. 総 務 費

）

146,581 153,131 △6,550 1.9 7,084 139,497

2. 保 険 給 付 費 5,135,194 5,627,437 △492,243 67.3 5,114

　

,547 8,960 11,687

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 2,224,303 2,283,012 △58,709 29.1 58,904 462,422 1,702,

本

977

出

年

4. 共 同

度

事 業 拠 出 金 1 2 △1 0

予

.0 1

算

6. 保 健

額

事 業 費 94,917 8

の

3,828 11,08

財

9 1.3 57,504

源

21,398 16,0

内

15

訳

7. 基 金 積

）

款

立 金 15,184 94

本

,770 △79,58

年

6 0.2 1 15,18

度

3

予

8. 諸 支 出 金

算

7,820 7,820

額

0 0.1 7,820

前年

9. 予 備 費 10,

度

000 10,000 0

（

予

0.1 10,000

算額

歳 出 合 計 7,

比

634,000 8,2

較

60,000 △626

 

,000 100.0 5

割

,238,039 63

 

2,278 1,763

合

,683

(

単

％) 特 定 財 源
一 般 財 源

位

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の

 

他

－296－ －297

千

－



600 △122,867 1. 医 療 給 付 費 分 1,191,189 医療給付費分現年分

国 民 健 康 保 険 料 現 年 分

2.

2. 後期高

歳

齢者支援金 338,8

　

29 後期高齢者支援金

入

現年分

（

現 年 分

款）

3. 介 護 納 付

1

金 分 148,224 介

.

護納付金分現年分

国

現 年 分

民健

4

康

. 医 療 給 付 費 分 51,

保

444 医療給付費分滞

険

納繰越分

料

滞 納 繰 越 分

（項

5. 後

）

期高齢者支援金 14,

1

816 後期高齢者支援

.

金滞納繰越分

国

滞 納 繰 越 分

民健

6

康

. 介 護 納 付 金 分 7,2

保

31 介護納付金分滞納

険

繰越分

料

滞 納 繰 越 分

（単

2. 退

位

職 被 保 険 者 等 64 2,

 

817 △2,753 4

千

. 医 療 給 付 費 分 41 医

円

療給付費分滞納繰越分

）

国

節

民 健 康 保 険 料 滞 納 繰 越

目

分

本 年

5. 後期高齢者支援金

度

11 後期高齢者支援金

前

滞納繰越分

年

滞 納 繰 越 分

度 比

6.

較

介 護 納 付 金 分 12 介護

説

納付金分滞納繰越分

明

滞 納

区

繰 越 分

分 金

計 1,751,7

額

97 1,877,417 △125,620

（款） 2.一部負担金 （項） 1.一部負担金

1. 一 般 被 保 険 者 1 1 0 1. 現 年 分 1 一部負担金

一 部 負 担 金

1.

（款）

一

3.使用料及び手数料

般

（項） 1.手数料

被

1. 手

保

数 料 5 5 0 1. 手 数 料

険

5 証明手数料

者

－29

1

8－  －299－

,751,733 1,874,



7,084 社会保障・税番号制度システム整備費補助金

システム整備費補助金 制度システム整備費

（

補 助 金

款）

（款）

4

6.県支出金 （項） 1

.

.県負担金・補助金

国

1.

庫

保険給付費等交付金 5

支

,230,955 5,

出

700,823 △46

金

9,868 1. 保険給

（

付費等交付金 5,11

項

4,547 保険給付費

）

等交付金（普通交付金

2

）

.

（ 普 通 交 付 金 ）

国庫

2. 保険

補

給付費等交付金 116

助

,408 保険者努力支

金

援分交付金 38,39

（

1

単

（ 特 別 交 付 金 ） 特別調

位

整交付金分交付金 10

 

,666

千

県繰入金交付金

円

44,249

）

特定健康診

節

査等負担金交付金 23

目

,102

本 年

（款） 7

度

.財産収入 （項） 1.

前

財産運用収入

年

1. 利 子 及

度

び 配 当 金 1 1 0 1. 財

比

政調整基金利子 1 国民

較

健康保険事業財政調整

説

基金利子収入

明

区

（款

分

） 8.繰入金 （項） 1

金

.一般会計繰入金

額

1. 一 般 会 計 繰 入 金 610,826 650,551 △39,725 1. 保険基盤安定繰入金 438,017 保険基盤安定繰入金（保険料軽減分） 279,730

保険基盤安定繰入金（保険

6

者支援分） 158,2

.

87

社会

2. 事 務 費 等 繰 入 金

保

172,809 出産育

障

児一時金等繰入金 8,

・

960

税

財政安定化支援事

番

業繰入金 24,405

号

職

制

員給与費等繰入金 13

度

9,444

7,

（款）

0

10.諸収入 （項） 1

8

.延滞金、加算金及び

4

過料

7

1. 延 滞 金 3,32

,

1 2,606 715 1

0

. 延 滞 金 3,321 一

8

般被保険者延滞金 3,

4

307

1

退職被保険者等延

.

滞金 14

社会

△ 加 算 金 1 △

保

1

障・

計 3,321 2,60

税

7 714

－300－  

番

－301－

号



査 等 21,398 特定健康診査等受託料

受 託 料

（款）10.諸収

（

入 （項） 3.雑入

款

1. 雑

）

入 8,612 9,96

1

3 △1,351 1. 雑

0

入 8,612 一般被保

.

険者第三者納付金 5,

諸

000

収

一般被保険者返納

入

金現年分 3,500

（

一般

項

被保険者返納金滞納繰

）

越分 50

2

雇用保険料被保

.

険者負担金収入 48

受

その

託

他諸収入 14

事

－30

業

2－  －303－

収入
（単位 千円）

節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

1. 受 託 事 業 収 入 21,398 18,632 2,766 1. 特 定 健 康 診



 －305－－304－

1. 一般管理費 89,178 87,138 2,040 7,084 82,094 1. 報 酬 6,406 会計年度任用職員報酬

2. 給 料 23,640 一般職　６人分

3. 歳

3. 職員手当等

　

13,746 扶養手当

出

456

（

通勤手当

款

457

）

時間外勤

1

務手当 1,903

.総

管理職手当 500

務費

期末手当 6,64

（

2

項

勤勉手当 3,

）

788

1.総

4. 共 済 費 8,989

務

共済組合負担金 7,1

管

84

理

公務災害負

費

担金 86

（

労働保

単

険料 89

位

社会保

 

険料 1,630

千円）

8. 旅 費 14

本

7 普通旅費 22

年 度

会計年度任用職員費用

の

弁償（通勤費相当分）

財

125

源 内 　

10. 需 用 費 635 消

訳

耗品費 234

節

印

目

刷製本費 401

本 年 度

11. 役 務 費

前

4,382 通信運搬費

年 度 比

12.

較

委 託 料 20,127 機

特

械等保守管理委託料

定 財

業務委託料

源 説 明

13. 使用料

一

及び 717 物品借上料

般

660

財

賃 借 料 有

源

料道路通行料等 57

区 分 金

18. 負

額

担金、補助 10,38

国

9 負担金

県

及び交

支

付金

出金 地

2. 連合会負担金 2,

方

334 2,406 △7

債

2 2,334 18. 負

そ

担金、補助 2,334

の

負担金

他

及び交付金

計 91,512 89,544 1,968 7,084 84,428



1. 賦課徴収費 54,809 63,457 △8,648 54,809 1. 報 酬 6,056 会計年度任用職員報酬

2. 給 料 22,020 一般職　６人分

（款

3. 職員手当等 1

）

1,814 通勤手当 9

1

9

.

特殊勤務手当

総

2

務

時間外勤務手

費

当 2,111

（

期

項

末手当 5,958

） 2

勤勉手当 3,644

.徴収

4. 共

費

済 費 8,172 共済組

（

合負担金 6,972

単位

労働保険料 66

 千

社会保険料 1,1

円

34

）

本

8

年

. 旅 費 203 会計年度

度

任用職員費用弁償（通

の

勤費相当分）

財 源 内

10. 需 用 費 5

　

30 消耗品費 53

訳 節

印刷製本費 477

目 本 年

11. 役

度

務 費 5,613 通信運

前

搬費 3,000

年 度

手数料 2,613

比 較 特

12. 委 託

定

料 301 業務委託料

財 源 説

18. 負

明

担金、補助 100 負担

一

金

般

及び交付金

財源

計

区

54,809 63,4

分

57 △8,648 54

金

,809

額

国

（款） 1.総務費 （項

県

） 3.運営協議会費

支出

1. 運営協議会費

金

260 130 130 2

地

60 1. 報 酬 260 委

方

員報酬

債 そ

計 260 130

の

130 260

 －30

他

7－－306－



保険給付費 （項） 4.出産育児諸費

1. 出 産 育 児 13,44

1

7 20,171 △6,

.

724 8,960 4,

一

487 11. 役 務 費 7

般

手数料

被

一 時 金

保険

 －309－

者

－308－

4,411,390 4,805,044 △393,654 4,411,390 18. 負担金、補助 4,411,390 負担金

療養給付費 及び交付金

（

2

款

. 退職被保険者 200

）

14,044 △13,

2

844 200 18. 負

.

担金、補助 200 負担

保

金

険

等療養給付費

給

及び交付金

付費 （

3. 一般被保険

項

者 55,405 62,

）

913 △7,508 5

1

5,405 18. 負担

.

金、補助 55,405

療

交付金

養

療 養 費 及

諸

び交付金

費
（単

4. 退職被保険者

位

30 170 △140 3

 

0 18. 負担金、補助

千

30 交付金

円

等 療

）

養 費 及び交付金

本 年 度

5. 審 査 支

の

払 10,692 10,

財

993 △301 10,

源

692 11. 役 務 費 1

内

0,692 手数料

　訳

手 数 料

節

目

計 4,477

本

,717 4,893,

年

164 △415,44

度

7 4,477,717

前 年

（款） 2

度

.保険給付費 （項） 2

比

.高額療養費

較

1

特

. 一般被保険者 636

定

,130 700,71

財

3 △64,583 63

源

6,130 18. 負担

説

金、補助 636,13

明

0 交付金

一

高額療

般

養費 及び交付金

財源 区

2. 退職被

分

保険者 500 5,43

金

9 △4,939 500

額

18. 負担金、補助 5

国

00 交付金

県

等高

支

額療養費 及び交付金

出金 地

3. 一

方

般被保険者 200 20

債

0 0 200 18. 負担

そ

金、補助 200 交付金

の 他

高額介護合算 及び交付金

療 養 費

計 636,830 706,352 △69,522 636,830

（款） 2.



 －311－－310－

18. 負担金、補助 13,440 交付金

及び交付金

計 13,447 20,171 △6,724 8,960 4,487

（款）

（

2.保険給付費 （項）

款

5.葬祭諸費

）

1

2

. 葬 祭 費 7,200 7

.

,750 △550 7,

保

200 18. 負担金、

険

補助 7,200 交付金

給付

及び交付金

費 （

計 7

項

,200 7,750 △

）

550 7,200

4.

（款） 3.国

出

民健康保険事業費納付

産

金 （項） 1.医療給付

育

費分

児

1. 一般被

諸

保険者 1,477,9

費

05 1,499,97

（

4 △22,069 39

単

,137 335,86

位

9 1,102,899

 

18. 負担金、補助 1

千

,477,905 負担

円

金

）

医療給付費分

本

及び交付金

年 度 の

2. 退職被保険

財

者 482 765 △28

源

3 13 469 18. 負

内

担金、補助 482 負担

　

金

訳

等 医 療 及び交

節

付金

目

給 付 費 分

本 年

計

度

1,478,387 1

前

,500,739 △2

年

2,352 39,15

度

0 335,869 1,

比

103,368

較 特

（款） 3.国民

定

健康保険事業費納付金

財

（項） 2.後期高齢者

源

支援金等分

説

1.

明

一般被保険者 525,

一

688 561,797

般

△36,109 13,

財

922 89,782 4

源

21,984 18. 負

区

担金、補助 525,6

分

88 負担金

金

後期

額

高齢者 及び交付金

国県

支援金等分

支出金

2. 退職被保

地

険者 11 298 △28

方

7 11 18. 負担金、

債

補助 11 負担金

そ の

等後期高齢者 及び交付

他

金

支援金等分

計 525,699 562,095 △36,396 13,922 89,782 421,995



1. 介護納付金分 220,217 220,178 39 5,832 36,771 177,614 18. 負担金、補助 220,217 負担金

及び交付金

（

計 220,217

款

220,178 39 5

）

,832 36,771

3

177,614

.国

（款） 4.共同

民

事業拠出金 （項） 1.

健

共同事業拠出金

康保

1. その他共同 1 2 △

険

1 1 18. 負担金、補

事

助 1 負担金

業

事業

費

拠出金 及び交付金

納付

計 1

金

2 △1 1

（項

（款） 6.保健事業費

）

（項） 1.特定健康診

3

査等事業費

.

1.

介

特定健康診査 76,2

護

04 65,672 10

納

,532 43,066

付

21,398 11,7

金

40 7. 報 償 費 60 報

分

償金

（

等 事 業 費

単位 

10. 需

千

用 費 717 消耗品費 2

円

24

）

印刷製本費

本

493

年 度 の

11. 役 務 費 3,74

財

3 通信運搬費 2,59

源

3

内

手数料 1,1

　

50

訳 節

1

目

2. 委 託 料 71,67

本

2 業務委託料

年 度 前

13. 使用料及

年

び 12 有料道路通行料

度

等

比

賃 借 料

較 特

計 76

定

,204 65,672

財

10,532 43,0

源

66 21,398 11

説

,740

明

一

（款） 6.保健事業費

般

（項） 2.保健事業費

財源

1. 保 健 衛 生 1

区

8,713 18,15

分

6 557 14,438

金

4,275 10. 需 用

額

費 87 消耗品費 25

国県

普 及 費 印刷製本費

支

62

出

 －3

金

13－－312－

地 方 債 そ の 他



11. 役 務 費 2,178 通信運搬費

12. 委 託 料 2,591 業務委託料

18. 負担金、補助 13,857 交付金

（款

及び交付金

） 6

計 18

.

,713 18,156

保

557 14,438 4

健

,275

事業

（款） 7.基金積立金

費

（項） 1.基金積立金

（項

1. 財政調整基

）

金 15,184 94,

2

770 △79,586

.

1 15,183 24.

保

積 立 金 15,184 国

健

民健康保険事業財政調

事

整基金積立金

業

積

費

立 金

（単

計 15,184 9

位

4,770 △79,5

 

86 1 15,183

千円

（款） 8.

）

諸支出金 （項） 1.償

本

還金及び還付加算金

年 度

1. 一般被保険者

の

7,190 7,190

財

0 7,190 22. 償

源

還金、利子 7,190

内

還付金

　

保険料還

訳

付金 及び割引料

節

目 本

2. 退職被

年

保険者 400 400 0

度

400 22. 償還金、

前

利子 400 還付金

年 度

等 保 険 料 及び割引料

比 較

還 付 金

特 定 財

6. 一般被保

源

険者 200 200 0 2

説

00 22. 償還金、利

明

子 200 還付加算金

一般

保 険 料 及び割引料

財源

還付加算金

区 分 金

7. 退職

額

被保険者 30 30 0 3

国

0 22. 償還金、利子

県

30 還付加算金

支出

等 保 険 料 及び割引料

金 地

還付加算金

方 債

計 7,

そ

820 7,820 0 7

の

,820

 －315－

他

－314－



1. 予 備 費 10,000 10,000 0 10,000

計 10,000 10,000 0 10,000

 －317－－316－

（款） 9.予備費 （項） 1.予備費
（単位 千円）

本 年 度 の 財 源 内 　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明

一般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他



１　特　別　職
（単位　千円）

期 末 手 当
年間支給率
(月 分)

　人

長 等

議 員

13 260 260 260 

計 13 260 260 260 

　人

長 等

議 員

18 9,524 9,524 1,491 11,015 

計 18 9,524 9,524 1,491 11,015 

　人

長 等

議 員

△ 5 △ 9,264 △ 9,264 △ 1,491 △ 10,755 

計 △ 5 △ 9,264 △ 9,264 △ 1,491 △ 10,755 

給　与　費　明　細　書

比 較

その他の
特 別 職

その他の
特 別 職

本 年 度

その他の
特 別 職

前 年 度

通 勤 手 当

給 与 費

共 済 費 合 計区　　　分 職 員 数
報 酬 給 料 計
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２　一　般　職

　⑴　総  　括
 

人
(   9)

12 

(   4)
13 

(   5)
△ 1 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員外書き

区 分

本年度

前年度

比　較

比 較

共　済　費

（単位　千円）

合　　計 備　考

本 年 度

前 年 度

職員数
給　　　　与　　　　費

計報　　酬 給    料 職員手当

11,812 500 8,595 

4,014 

2 

区　　分

0 △ 4,581 

△ 514 △ 737 △ 4,653 

17,161 

54,206 30,213 84,419 17,675 

12,462 45,660 25,560 83,682 

65 

558 491 

2 

0 

△ 8,546 12,462 

556 456 

△ 102 

100,843 

102,094 

△ 1,251 

（単位　千円）

職  員

手当の

内  訳

扶 養 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

7,432 

8,255 

△ 823 

500 12,600 

788 
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

 

人
(   1)

12 

(   4)
13 

(△ 3)
△ 1 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

区 分

本年度

前年度

比　較

　イ　会計年度任用職員

 

人
(   8)

(    )

(   8)

　（ 　　）内は、パートタイム会計年度任用職員外書き

区 分

本年度

前年度

比　較

（単位　千円）

区　　分 職員数 共　済　費 合　　計 備　考
給    料 職員手当 計

給　　　　与　　　　費

14,576 83,490 

前 年 度 54,206 30,213 84,419 17,675 

本 年 度 45,660 23,254 68,914 

（単位　千円）

職  員

手当の

内  訳

勤 勉 手 当

102,094 

比 較 △ 8,546 △ 6,959 △ 15,505 △ 3,099 △ 18,604 

期 末 手 当

8,255 

△ 102 65 0 △ 4,581 0 △ 1,518 △ 823 

7,432 4,014 500 

扶 養 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 管 理 職 手 当

10,294 

558 491 2 8,595 500 11,812 

456 556 2 

（単位　千円）

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共　済　費 合　　計 備　考
報　　酬 給    料 職員手当 計

本 年 度 12,462 2,306 14,768 2,585 17,353 

比 較 12,462 2,306 14,768 2,585 17,353 

前 年 度

（単位　千円）

職  員

手当の

内  訳

期 末 手 当

2,306 

2,306 
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

区 分 増 減 額

給 料 △ 8,546 昇給に伴う増加分 778 

制度改正に伴う増加分 86 

その他の増減分 △ 9,410 

職 員 手 当 △ 6,959 制度改正に伴う増加分 208 

その他の増減分 △ 7,167 

増 減 事 由 別 内 訳
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（単位　千円）

平均昇給率 1.80％

職員数 12人

給与改定の状況

　給料の改定率

　実施時期 平成31年4月

職員数の変動等に係る増減分 職員数の異動状況

12人 - 人 12人

13人 - 人 13人

△ 1人 0人 △ 1人

会計年度任用職員制度導入に伴う異動

　任期付短時間勤務職員3人が会計年度任用職員へ移行

導入時期　 令和2年4月

給与改定に伴う支給割合の変更

勤 勉 手 当 208 　支給割合 （改定後）年間1.90月分　（改定前）年間1.85月分

実施時期　 令和元年12月

扶 養 手 当 △ 102 職員数の変動、制度改正のはねかえり等に係る増減分

通 勤 手 当 65 

時間外勤務手当 △ 4,581 

期 末 手 当 △ 1,518 

勤 勉 手 当 △ 1,031 

説 明 備 考

本 年 度

前 年 度

（ そ の 他 ） （ 計 ）

　前年度
平均0.15%

増 減

給与改定に伴う増分

現 に 在 職
す る 職 員 数
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⑶　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

円 円 円 円

　ウ　期末手当・勤勉手当

   (    )内は、再任用職員及び任期付短時間勤務職員

2.250 2.250 4.500

有
2.225 2.225 4.450

国 の 制 度
(1.175) (1.175) (2.350)

有

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.350)

本 年 度
       月分        月分        月分

有(1.175) (1.175) (2.350)
2.250 2.250 4.500

150,600

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
6　月 12　月

154,900 188,700

区 分 高 校 卒 大 学 卒
国 の 制 度

高 校 卒 大 学 卒

平成31年1月1日現在

区 分 一般行政職

令和2年1月1日現在 平均給与月額 329,357 円

平均給料月額 309,085 円

40. 6 歳

一般行政職

平均給料月額 304,867 円

平均給与月額 329,210 円

平 均 年 齢 39. 9 歳

182,200

平 均 年 齢
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　エ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　オ　その他の手当

扶 養 手 当 同

通 勤 手 当 同

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

定 年 前 早 期
退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

(支給率等)
（3%～45%加算）

定 年 前 早 期
退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
（2%～20%加算）

     月分

国の制度

勤続の者 勤続の者 勤続の者

支給率等

     月分      月分      月分

区 分
２０年 ２５年 ３５年

最高限度
その他の加算
措 置 等 備　考
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　カ　級別職員数及び標準的な職務内容

級 職員数 構成比

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 8.3 

( ) ( )

2 16.7 

( ) ( )

4 33.3 

( ) ( )

2 16.7 

( ) ( )

1 8.3 

( 3) (100.0)

2 16.7 

( 3) (100.0)

12 100.0 

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

2 15.4 

( ) ( )

2 15.4 

( ) ( )

3 23.1 

( ) ( )

3 23.1 

( ) ( )

1 7.6 

( 3) (100.0)

2 15.4 

( 3) (100.0)

13 100.0 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

1級 主 事

計

3級 主 任 主 事

2級 主 事

主 査

4級 副 主 査

5級 主 査

4級 副 主 査

令和 2年１月１日現在

8級

7級

5級

8級

6級 室 長

6級 室 長

・ 副 主 幹

一 般 行 政 職

7級

1級 主 事

計

区 分

平成 31年１月１日現在

3級 主 任 主 事

2級 主 事

標 準 的 な
職 務 内 容
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　キ　昇　　給

（Ａ） 12 人  

（Ｂ） 12 人  

1 人  

9 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

（Ａ） 13 人  

（Ｂ） 13 人  

1 人  

10 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

一 般 行 政 職

比 率

号給数別

内　　訳

号給数別

内　　訳

５号給

８号給

昇給に係る職員数

区 分

比 率

前

年

度

４号給

５号給

６号給

８号給

職 員 数

昇給に係る職員数

１号給

３号給

２号給

本

年

度

職 員 数

１号給

３号給

４号給

６号給

２号給
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債務負担行為で翌年度以降にわたる

額又は支出額の見込み及び当該年度

国民健康保険診療報酬明細書
点検業務委託

2,576

事　　　　　項 限　　　度　　　額
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（単位　千円）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

令和2年度 2,576 2,576

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

ものについての前年度末までの支出

以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額
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